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埼玉県教育委員会と東大は、県内の一部中学校でメンタルヘルスに関する知識や理解を深める特別授業を開いている（21年9月、埼玉県三郷市の早稲田中学校）
新型コロナウイルス禍が長期化するなか、首都圏の産学官が連携し、メンタルの不調を早期に発見したり、心の健康の回復を支援したりする動きが広がっている。コロナ禍で仕事や生活への不安から心の不調を訴える人は多く、中高生向けの研修やスマートフォンアプリを活用した心理療法の取り組みが進んでいる。

埼玉県教育委員会と東京大学は、心の悩みを抱える中高生らを支援するため、2020年に連携協定を結んだ。メンタルヘルスについて教育委員会と大学が共同研究するのは全国でも珍しい。生徒や教職員、保護者のメンタルヘルス管理や、メンタルヘルスについての理解を深め、悩みや不調を早期に察知する体制を整える。

メンタルヘルスに詳しい東大大学院の佐々木司教授と、県教委が中学校などの教職員向けに研修動画を作成。学校での相談体制の整備にも協力する。22～24年度に、県内13校で調査研究する。県教委の担当者は「効果があった取り組みは、県全域に拡大したい」と話す。

メンタルセルフケアアプリを運営するエモル（京都市）。千頭沙織社長は「コロナの影響で企業からの問い合わせが急増している」と話す。同社は21年、千葉県市原市の職員を対象に、早稲田大学と共同で同社のアプリを使ったメンタルヘルスに関する実証実験をした。

同社のアプリは現在の心理状態について人工知能（AI）とチャットで会話しながら、音声ガイダンスやレクチャー動画を通じて心のケアをしていく。市原市職員向けの実験では、抑うつ・不安の軽減効果がみられたという。

コロナ禍でテレワークの普及や外出機会の減少など、仕事や生活に関わる価値観や様式が一変し、心身の不調を感じる人が増えている。厚生労働省が民間研究者らに委託して実施した2020年10～12月の調査では、約3割の人がテレワークにストレスを感じていた。このうち、人と会う機会が減り、意思疎通しにくくなったと感じる人が5割程度いたという。

小田急電鉄はコロナ禍で人と会えず、孤立しがちな育児中の母親の精神的な負担を軽減しようと、21年度からオンラインコミュニティー「ママカレ」の運営を始めた。現役で働く先輩ママを講師に迎え、家事・育児や出産後のキャリアについて相談したり、情報交換したりできる音声チャット機能を設けた。

隙間時間に参加できると人気で、初年度は計900人ほどが利用した。同社の山脇あゆみ氏は「子育てに追われ、孤独を感じているママたちが社会とのつながりを実感できる場所にしたい」と話す。
神奈川県は「かながわこころの情報サイト」でメンタルヘルスの情報を発信しているほか、健康管理アプリ「マイME-BYOカルテ」で音声からストレスなどの状態を判定するサービスも実施している。

アプリではベンチャー企業のPST（横浜市）の音声分析技術を活用した。アプリを開いて簡単な文章などを読み上げて録音すると、ストレスの状態を星1～3つで判定する。

これまで6万回超利用された。県の担当者は「コロナ禍の今だからこそ健康管理が重要だ」と強調する。（岩崎貴行）

#コロナ禍のメンタルヘルス 様々なストレスから、うつ病や統合失調症など心の病にかかる人は後を絶たない。厚生労働省の21年11月の調査によると、特に新型コロナウイルス禍で心理的に悪影響を与える要因が増えている。調査では58%の人が自分や家族への感染の恐怖を感じ、43%がコロナ禍の終息が見えないことに不安を覚えている。





